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施設について解析を行った。５ヵ年移動平均は次の式に

よって行った。
ｉ＋２

Ｚｔｉ ｔｌ：ｉ年の５カ年移動平均
一Ｉ＝ｌ－２

ｔＩ＝ 値
５

ｔｉ：ｉ年の数値

Ｉはじめに

わが国における食中毒の発生状況が統計的に整備され

たのが昭和27年以後で、以来30年目を迎えようとしてい

る。
1１２）

その間、臼井や、麦谷等(よ食中毒の年次的推移を、甲
３）

斐、稲葉等'よ大規模原因不明食中毒事件について、菊地
．I）

等｛よ自然毒の動向についてそれぞれ統計的解析を行って
５）

いる。又、稲葉、甲斐等は食中毒事件数、患者数ｶｾﾞ厳密

な意味で正確な数でないことを考慮して、食中毒事件の

増減の傾向を把握するため、５ヵ年移動平均法により食

中毒の年次推移の解析を行っている。

一方沖縄県における食中毒発生状況の公式記録は本土

より10年遅れて、昭和37年から「衛生統計年報」に掲載
６１

され今日に至っている。比嘉はB召和37年～40年までの、
７）

柳沢はHg和37年～41年までの沖縄県における食中毒の年

次変化の報告を行っている。又、筆者は昭和37年～54年
Ｈ,Ｉ

までの沖縄県における食中毒の発生状況'二ついての報告

を行ったが、食中毒事件数、患者数等、年次によりバラ

ツキがあり、その推移の傾向が明白でない。そこで稲葉

等の試みた５ヵ年移動平均法でバラツキをならし、平均

化を行い、沖縄県における食中毒の増減の傾向を把握す

ることを試みたので報告する。なお資料は沖縄県環境保

健部発行の「衛生統計年報」を用いた。

Ⅲ結果および考察

１．食中毒事件数

図１に沖縄県における昭和37年から昭和54年までの年

次毎の事件数を示した。図２はそれを５カ年移動平均し

た数値をグラフに表したものである。
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Ⅱ方法

昭和37年～54年までの「衛生統計年報」に掲載されて

いる食中毒事件数、患者数、病因物質、原因食品、原因
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図１では年次によりバラツキが見られたが、５カ年移

動平均することにより、滑らかな曲線が得られ、事件数

の推移がより明白となった。すなわち、昭和45年頃まで

は減少していたのが、その後除々に増加しつつあるのが

わかる。

２．食中毒患者数

食中毒患者数の年次推移を図３に示したが、学校給食

による集団食中毒が散発し、－事件当りの患者数が著し

く増加したため、かなり大きなバラツキが生じ、図４に

示した５ヵ年移動平均によっても事件数程平均化はされな

かったが45年をピークにその後は減少しつつあることが

わかる。稲葉等は全国食中毒患者数の年次推移を大規模

食中毒事件について解析を行い、観察し、集団食中毒事

件が年次推移に影響を与えている事を認めているJ,沖縄

県においても、同じような事が考えられるため、食中毒

規模別に１件あたりの患者数を50人以上のものと、２５～

４９人までのもの、１～24人までのものとにわけ、５カ年

移動平均を行った。その結果を図５に示した。この図か

ら図４のピークが１件あたり患者数50人以上の食中毒事

件のピークと一致し、規模の大きい中毒事件の影響を受

けている事がわかる。又、小規模事件の患者数は昭和４５

年頃から増加して、１事件25～49人の中規模事件の患者

数は45年頃から増加し、５２年頃は減少している。
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した。病因物質の判明したもののうちでは細菌によるも

のが最も多く、年毎に増加の傾向を示している。自然毒

によるものは昭和45年頃をピークに減少している。化学

物質によるものは昭和42年から減少し、その後10年間は

発生を見ないが畑：近再び発生している。それは以前のよ

うな化学性の毒物によるものではなく、化学調味料の多

量摂取によるものである。特に飲食店における化学調味

料の使用は量が多くなりがちであるため注意を要する。

病因物質不明のものも病因物質検索技術の進歩に伴い

減少していたものの、食中毒事件の増加と共に再び増え

て来ている.

図６－２は病因物質の判明したもののうち、最も多い

細菌の内訳を示したものである。ブドウ球菌が、数年増

減なく発生しているのに対し、サルモネラの増加が目立

っている。この傾向は卵、肉類のサルモネラ保有率が高

い事や、沖縄県民が肉類嗜好が強い事などと相俟って、

今後注意を要する点だと考えられる。

病原大腸菌や本土で多く発生している腸炎ピブリオは

発生件数も少なく、横パイ状態を続けている。

４．原因食品別中毒事件数

図７は原因食品別の事件数の推移を見たものである。
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３．病因物質別食中毒事件数

図６－１，６－２に病因物質別事件数の年次推移を示
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原因食品の判明したもののうち頻度の高いものから４

種類と原因不明のものについて検討をした。

判明したもので最も多いのは魚介類とその加工品であ

るが年次推移は減少の傾向を示していることがわかる。

次に多い穀類とその加工品は昭和45年～47年頃減少して

いたのが再び増加の兆が見える。これらはにぎりめしや

そばが主な原因食となっている事が多いが、デンプン性

食品の性質上、冷蔵保存を長時間行う事により風味が損

われるため、温度管理が困難であり、そのことが食中毒

につながったのではなかろうか。そのほか、複合調理食

品も上昇している。肉類とその加工品は減少している。

肉類は調理の際充分な加熱を必要とすることや、魚類に

比べ組織が硬いことなどが原因食品となりにくい理由だ

と考えられる。しかしサルモネラによる食中毒が増加の

傾向にあるためその取り扱いには今後とも充分な注意が

必要である。

原因食品の不明なものは一時減少の傾向にあったもの

が、昭和48年頃より増加しはじめ昭和39年～41年頃の山

より、５０年～52年の山が高くなっている。食生活が豊か

になり、多種多様の食品が食されるようになって、原因

食品の究明が困難になって来ていることが伺える。

５．原因施設別食中毒事件数

原因施設別発生状況で、発生の多い順から４施設につ

いての年次推移を図８に示した。最も多く発生する場所

(よ家庭で、昭和42年～48年頃まで減少し続けていたのが、

49年頃から再び増加の傾向が見られる。年々生活環境が

整備されつつある昨今、食生活環境の整備と、各家庭に

おける衛生思想の向上が望まれる。

家庭の次に多く発生する場所は飲食店で、わずかに増

加の傾向が見られる。第三次産業の比較的多い沖縄では

飲食店の数も多いため、従業員の衛生教育の徹底には力

を入れなければならない。

製造所、学校等は横パイ状態を続けているのがわかる

が、これらの施設における食中毒事件は患者数の増大に

つながるので衛生管理は予断をゆるさない。

Ⅳまとめ

「衛生統計年報」を資料に５ヵ年移動平均法により沖

縄県における食中毒の推移の傾向を明らかにした。

１．食中毒事件数では、増加の傾向がある。

２．食中毒患者数では昭和45年をピークに減少の傾向

にある。

３．病因物質別事件数では細菌によるものが増えサル

モネラが増加の傾向を示している。

４．原因食品別事件数では魚介類とその加工品が減少

の傾向にあり、複合調理食品と穀類とその加工品が

増加の傾向にある。
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